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議案第９号  

専決処分の承認を求めることについて（２）  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市介護保険条例及び羽生市後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の

規定により議会に報告し、その承認を求める。  

令和３年２月２４日提出 

             埼玉県羽生市長 河  田 晃  明   
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（別 紙）  

専 決 処 分 書  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市介護保険条例及び羽生市後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例を専決処分する。  

  令和２年１２月２８日 

             埼玉県羽生市長 河  田 晃  明    
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羽生市介護保険条例及び羽生市後期高齢者医療に関す

る条例の一部を改正する条例  

 （羽生市介護保険条例の一部改正）  

第１条 羽生市介護保険条例（平成１２年条例第１号）の一部を次の

ように改正する。  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１） 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

（保険料率）  （保険料率）  

第６条  平 成３０年度から令和２年

度 まで の各年 度にお ける 保険料 率

は 、次 の各号 に掲げ る法 第９条 第

１ 号 に 規 定 す る 第 １ 号 被 保 険 者

（ 以 下 「 第 １ 号 被 保 険 者 」 と い

う。）の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。  

第６条  平 成３０年度から令和２年

度 まで の各年 度にお ける 保険料 率

は 、次 の各号 に掲げ る法 第９条 第

１ 号 に 規 定 す る 第 １ 号 被 保 険 者

（ 以 下 「 第 １ 号 被 保 険 者 」 と い

う。）の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。  

（１）～（５）  （略）  （１）～（５）  （略）  

（ ６）  次 の いずれ かに 該当す る

者  ７６，９００円  

（ ６）  次 の いずれ かに 該当す る

者  ７６，９００円  

ア  前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 租 税

特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若

し く は 第 ２ 項 、 第 ３ ４ 条 第 １

項、第３４条の２第１項、第３４

条 の ３ 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 第 １

項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第２２条の

２第２項に規定する特別控除額

ア  前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 租 税

特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若

し く は 第 ２ 項 、 第 ３ ４ 条 第 １

項、第３４条の２第１項、第３４

条 の ３ 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 第 １

項、第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合

には、当該合計所得金額から令

第２２条の２第２項に規定する

特別控除額を控除して得た額と
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を控除して得た額とする。以下

この項において同じ。）が１２０

万円未満の者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの  

す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ 。）が１２０万円未満の者で

あり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの  

イ  （略）  イ  （略）  

（７）～（１０）  （略）  （７）～（１０）  （略）  

２～４  （略）  ２～４  （略）  

附  則  附  則  

（延滞金の割合の特例）  （延滞金の割合の特例）  

第８条  当 分の間、第１０条第１項

に 規定 する延 滞金の 年１ ４．６ パ

ー セン トの割 合及び 年７ ．３パ ー

セ ント の割合 は、同 項の 規定に か

か わら ず、各 年の 延 滞金 特例基 準

割 合（ 平均貸 付割合 （ 租 税特別 措

置 法第 ９３条 第２項 に規 定する 平

均貸付割合をいう。）に年１パーセ

ン ト の 割 合 を 加 算 し た 割 合 を い

う 。以 下同じ 。）が 年７ ．３ パ ー

セ ン ト の 割 合 に 満 た な い 場 合 に

は 、 そ の 年 中 に お い て は 、 年

１ ４． ６パー セント の割 合にあ っ

て はそ の年に おける 延滞 金特例 基

準 割合 に年７ ．３パ ーセ ントの 割

合 を加 算した 割合と し、 年７． ３

パ ーセ ントの 割合に あっ ては当 該

延 滞金 特例基 準割合 に年 １パー セ

ン トの 割合を 加算し た割 合（当 該

加 算し た割合 が年７ ．３ パーセ ン

ト の 割 合 を 超 え る 場 合 に は 、 年

７ ． ３ パ ー セ ン ト の 割 合 ） と す

る。  

第８条  当 分の間、第１０条第１項

に 規定 する延 滞金の 年１ ４．６ パ

ー セン トの割 合及び 年７ ．３パ ー

セ ント の割合 は、同 項の 規定に か

か わ ら ず 、 各 年 の 特 例 基 準 割 合

（ 当該 年の前 年に 租 税特 別措置 法

（昭和３２年法律第２６号）第９３

条 第２ 項の規 定によ り告 示され た

割 合に 年１パ ーセン トの 割合を 加

算した割合をいう。以下同じ。）が

年 ７． ３パー セント の割 合に満 た

な い場 合には 、その 年 （ 以下「 特

例基準割合適用年」という。）中に

お いて は、年 １４． ６パ ーセン ト

の 割合 にあっ ては 当 該特 例基準 割

合 適用 年にお ける 特 例基 準割合 に

年 ７． ３パー セント の割 合を加 算

し た割 合とし 、年７ ．３ パーセ ン

ト の割 合にあ っては 当該 特例基 準

割 合に 年１パ ーセン トの 割合を 加

算 した 割合（ 当該加 算し た割合 が

年 ７． ３パー セント の割 合を超 え

る 場合 には、 年７． ３パ ーセン ト

の割合）とする。  

 ２  当分の間、第１０条第１項に規

定 する 延滞金 の年７ ．３ パーセ ン

ト の割 合は、 同項の 規定 にかか わ

ら ず、 特例基 準割合 適用 年中に お

い ては 、当該 特例基 準割 合適用 年

における特例基準割合とする。  

  

（羽生市後期高齢者医療に関する条例の一部改正）  
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第２条 羽生市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年条例第７号）      

の一部を次のように改正する。  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１） 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

附  則  附  則  

（延滞金の割合の特例）  （延滞金の割合の特例）  

第２条  当分の間、第５条第１項に

規 定する 延滞金 の年 １４． ６パー

セ ントの 割合及 び年 ７．３ パーセ

ン トの割 合は、 同項 の規定 にかか

わ らず、 各年の 延滞 金特例 基準割

合 （平均 貸付割 合（ 租税特 別措置

法 （昭和 ３２年 法律 第２６ 号）第

９ ３条第 ２項 に 規定 する平 均貸付

割合をいう。）に年１パーセントの

割 合を加 算した 割合 をいう 。以下

同じ。）が年７．３パーセントの割

合 に満た ない場 合 に は、そ の年中

に おいて は、年 １４ ．６ パ ーセン

ト の割合 にあっ ては その年 におけ

る 延滞金 特例基 準割 合 に年 ７．３

パ ーセン トの割 合を 加算し た割合

と し、年 ７．３ パー セント の割合

に あって は当該 延滞 金特例 基準割

合 に年１ パーセ ント の割合 を加算

し た割合 （当該 加算 した割 合が年

７ ．３パ ーセン トの 割合を 超える

場 合には 、年７ ．３ パーセ ントの

割合）とする。  

第２条  当分の間、第５条第１項に

規 定する 延滞金 の年 １４． ６パー

セ ントの 割合及 び年 ７．３ パーセ

ン トの割 合は、 同項 の規定 にかか

わ らず、 各年の 特例 基準割 合（当

該 年の前 年に 租 税特 別措置 法（昭

和 ３２年 法律第 ２６ 号）第 ９３条

第 ２項の 規定に より 告示さ れた割

合 に年１ パーセ ント の割合 を加算

した割合をいう。以下同じ。）が年

７ ．３パ ーセン トの 割合に 満たな

い 場合に は、そ の年 （以下 「特例

基準割合適用年」という。）中にお

い ては、 年１４ ．６ パーセ ントの

割 合にあ っては 当該 特例基 準割合

適 用年に おける 特例 基準割 合 に年

７ ．３パ ーセン トの 割合を 加 算し

た 割合と し、年 ７． ３パー セント

の 割合に あって は当 該 特例 基準割

合 に年１ パーセ ント の割合 を加算

し た割合 （当該 加算 した割 合が年

７ ．３パ ーセン トの 割合を 超える

場 合には 、年７ ．３ パーセ ントの

割合）とする。  

 ２  当分の間、第５条第１項に規定
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す る延滞 金の年 ７． ３パー セント

の 割合は 、同項 の規 定にか かわら

ず 、特例 基準割 合適 用年中 におい

て は、当 該特例 基準 割合適 用年に

おける特例基準割合とする。  

  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 第１条の規定による改正後の羽生市介護保険条例附則第８条の規

定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適用

し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例によ

る。  

３ 第２条の規定による改正後の羽生市後期高齢者医療に関する条例

附則第２条の規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞

金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、な

お従前の例による。  

 

 


